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本日の内容

1.災害時の医療提供における課題

2.電子処方箋の基本的な機能と災害時における有用性

3.過去の災害事例から見る電子処方箋の有効性

4.電子処方箋のさらなる普及と災害への備え

5.電子処方箋の更なる機能拡充に向けて
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1.災害時の医療提供における課題

• 防ぎえた災害死への対策

• 災害関連死・健康被害の防止

• 医療の継続
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演者本人撮影
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災害医療体制の整備によって
平時の救急医療であれば救える命を

できるだけ失わないようにする努力が必要である。

「多数の負傷者に対して最大多数に最良の医療を提供する」

（ To do greatest good for the greatest number of victims）

現有する有限な医療資源（人的，物的）を最大限に活用しても，

全ての患者に対して最善の医療が施せない状況

個々の患者にとっては必ずしも最良の医療が提供されない場合もあり得る

災害医療の最終目的

防ぎえた災害死・災害関連死・健康被害を無くす！
健康危機管理も含む 5
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東日本大震災での震災関連死
復興庁 （震災関連死に関する検討会）

• 警察庁発表は「直接死」のみ。震災関連死を自治体毎に集約した。

• 平成26年3月31日現在で3,086人
① 男女別では、概ね半々。
② 既往症の有無については、約６割が有、約１割が無、約３割が不明。
③ 死亡時年齢別では、80歳台が約４割。70歳以上で約９割。
④ 死亡時期別では、発災から１か月以内で約５割、３か月以内で約８割。
⑤ 原因区分別(複数選択)
ア.全体では、「避難所等における生活の肉体・精神的疲労」が約３割、「避難所等への移動中の肉体・
精神的疲労」が約２割、「病院の機能停止による初期治療の遅れ等」が約２割。

イ.岩手県及び宮城県では、「避難所等における生活の肉体・精神的疲労」が約３割、「病院の機能停止
による初期治療の遅れ等」が約２割、「地震・津波のストレスによる肉体・精神的負担」が約２割。

ウ.福島県では、「避難所等における生活の肉体・精神的疲労」が約３割、「避難所等への移動中の肉
体・精神的疲労」が約３割、「病院の機能停止による初期治療の遅れ等」が約２割。

福島県は他県に比べ、震災関連死の死者数が多く、また、その内訳は、「避難所等への移動中の肉
体・精神的疲労」が380人と、岩手県、宮城県に比べ多い。これは、原子力発電所事故に伴う避難等に
よる影響が大きいと考えられる。

⑥ 死亡時の生活環境等区分別では、「その他のうち病院、介護施設等」と「自宅等震災前と同じ居場所滞
在中」がそれぞれ約３割、「避難所滞在中」が約１割。

⑦ 自殺者は、13人。
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避難生活での健康維持

演者本人撮影
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２．災害時での活用
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POINT：オンライン診療を受けた患者が、処方箋の郵送が困難な被災地にいるときも、

原本がデータである電子処方箋を使えば現地の薬局で調剤を受けられます

電子処方箋を活用し、
災害時にも患者が調剤を受けられる医療提供体制を！

電子処方箋をはじめとした医療DXにより、災害時にも安心して医療を受けられる体制が整ってきています。

【参考】 公立松任石川中央病院（石川県）

PETセンター長 横山 邦彦さん

○ 令和６年能登半島地震において、被災
地にいる患者にオンライン診療を実施
し電子処方箋を発行することで、患者
は現地の電子処方箋対応薬局で調剤を
受けられた事例。

○ 震災による道路の寸断等の影響で、患
者の居住地は、通院はおろか、処方箋
を郵送で受け取ることすら困難な状況
であった。一方、通信インフラは回復
していたことから、患者が現地の電子
処方箋対応薬局を利用できることを確
認し、当該患者に対しオンライン診療
を行った上で、電子処方箋を発行した。

○ これにより、患者は電子処方箋対応の
薬局で調剤を受けることができた。

（注）処方内容（控え）は交付せず、引換番号は必
要に応じて口頭等で伝達。

事例

石川県の31の基幹病院と、その他病院、診療所、調剤薬局、訪問看護ステーション等の医
療機関・施設との間で、患者の同意に基づき診療情報を共有する仕組みです。約６万人の
県民が登録し、650以上の医療機関・施設間で情報が共有されています。（令和６年3月13

日時点。）令和６年能登半島地震においては、被災地の医療機関の診療情報が避難先の医
療機関や避難所で共有されるため、継続した診療が受けられるなど、積極的に活用されて
います。

※１ いしかわネット（いしかわ診療情報共有ネットワーク）とは

石川県においてはいしかわネット（※１）の利
用をはじめとした医療DXを進めてきました。
今回は、電子処方箋とオンライン診療により、
被災地の患者が現地の薬局で調剤を受けるこ
とができ、健康の維持を支援することができ
ました。

当院がある白山市、野々市市の医療圏では、
電子処方箋を運用する仕組みが、全国最速で
整いつつあります。（※２）対応施設を増やし、
面で広く展開してこそ電子処方箋の最大のメ
リットが発揮されると考えます。

（※２）白山市の薬局の運用開始率は83.7%、野々市市は68.3%

（令和6年3月24日時点）
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避難先の医療機関・薬局で患者の薬剤情報等を活用

POINT: 避難先の施設でオンライン資格確認等システムに蓄積された薬剤情報等を活用！

資料骨子

・

・

令和６年能登半島地震において、オンライン資格確認等システムの「緊急時医療情報・資格確認機能（災害時医
療情報閲覧） 」（災害時モード）を利用して、薬剤情報等が災害医療に活用されました。

石川県の医療機関・薬局の方々より情報提供いただきました

活用事例

・ 患者が普段通っていない避難先近くの医療機関で、薬剤情報等を確認して診療。

・ 患者が普段通っている薬局が営業不可能な状態になったため、営業可能な薬局で薬
剤情報等を確認して調剤・服薬指導。

・ 避難所の医師が処方し、薬局で調剤の流れの中で、薬局で薬剤情報等を確認。医療
従事者間で連携し、適切な治療法を検討。

現場からの声

薬剤師 小林 星太さん

⚫ 患者さんは薬剤の現物は持っていてもお薬手帳や薬剤情報提供書を持っていないことが多く、持参し

た薬剤以外にも使用している薬剤があるかもしれません。その際、抜け漏れがないか確認できるのは

有用です。

⚫ 例えば、抗生剤等を使用している場合、当該薬剤をいつから使用しているかを確認でき、継続可否の

判断に役立っています。

⚫ 被保険者番号等が確認できるのも有用です。
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資料骨子

・

・

⚫ 営業可能な薬局１件に業務が集中して大変ですが、患者さんの薬剤情報を効率的に収集できて大変有用です。患者へ

の聞き取りのみしか手段がなければ業務が追い付きません。

⚫ 普段、当薬局を利用していない患者さんについても、正確な薬剤情報を入手できました。

⚫ レセプト情報のみの場合は、直近の情報を患者に確認したり、手持ちの薬剤も確認しながら慎重に対応しました。

薬剤師 A

⚫ 災害の状況にもよりますが、医療機関・薬局のどちらも避難してきた患者を普段診ていないため、できるだけ医療機

関・薬局双方で薬剤情報を閲覧し、ダブルチェックすることが大事だと感じます。
薬剤師 B

⚫ 眼薬を能登の自宅に置いてきてしまいました。くすりの名前までわからなかったのですが、薬剤師さんが調べてくれ

て眼薬を再開できました。
患者 A

患者 B

⚫ 吸入薬を使用していて何というくすりだったか忘れてしまいましたが、同じくすりを再開できて安心しました。

災害発生時にも、オンライン資格確認等システムの薬剤情報等が活用されています。

電子処方箋の活用が広がれば直近の薬剤情報が更に充実します。

映らない部分

災害時モードとは

○ オンライン資格確認等システムの「緊急時医療情報・資格確認機能（災害時医療情報閲覧） 」（災害時モード）とは、地震等の災

害発生時に、災害救助法適用地域等に対して時限的に開放される機能です。災害時モードを利用すれば、患者がマイナンバーカード

や健康保険証、お薬手帳等を持参できない場合であっても、氏名や住所等の情報から患者を特定し、本人の同意の下、患者の薬剤情

報・診療情報・特定健診等情報を閲覧することができます。

○ この機能により閲覧できる薬剤情報にはレセプト由来の情報に加え、全国の電子処方箋対応施設で登録された直近の処方・調剤情報

が含まれます。

○ 患者への聴取と組み合わせることで、被災者への医療の継続に役立てることができます。

○ 令和６年能登半島地震において、本機能は石川県や富山県の二次避難先の地域も含め2/1までに約22,000件活用されています。
12



令和６年能登半島地震の影響があったことも一つです

対象地域にはオンライン資格確認の緊急時医療情報・資格確認機能のアク
ティブ化をしていただき、マイナンバーカードがなくても、患者から口頭等
で同意を取得すれば過去の薬剤情報（電子処方箋管理サービスに登録した処
方・調剤情報含）を確認することができました。

通常はレセプト情報であり、震災直後の1月、2月中は令和５年11月のデータ
の為、12月に変更になっている情報がわからなかったです。
（1月1日発災でレセプト提出していない為）

途中から、薬局の電子処方箋管理サービスに登録してくれる件数が増え、
よりリアルタイムに処方情報が入手でき、診療に助かった事実を、
多くの薬局で知ることができました。
この為に、オンライン資格確認は実装するが、電子処方箋はまだ様子を見る。
という薬局が多かったのですが、一気に電子処方箋の有用性がわかり、実装
が進んだと思います。

令 和 ６年 ９月 11日

第３回電子処方箋推進会議

資             料             ３
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災害時における医療情報閲覧方法

https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=ep_top

記載内容抜粋を次頁に掲載
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自衛隊が被災者から服薬状況のわかるもの（薬袋、お薬手帳の写真）を聞き取りをし、調
整本部から、服薬状況のわかるものを保険者情報とともに薬局に提供して調剤を依頼した。

薬局は、過去3ヶ月分の医薬品レセプト請求情報を確認して調剤をし、お薬説明書とともに
調剤済みの医薬品を本部に届ける。

自衛隊が調剤済みの医薬品を被災者に緊急支援物資とともに被災者に配達した。
原則、処方箋は事後に発行されるものとして対応した。

孤立被災地域への医薬品供給
〜令和2年7月豪雨災害（芦北・水俣）の事例〜

国保・社保など

照会 確認薬袋、お薬手帳の写真 薬袋、お薬手帳の写真

芦北市役所
福祉保健課
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演者本人撮影
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演者本人撮影
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演者本人撮影
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学会ホームページにて

平時からの活用・災害時の活用事例の紹介
好事例紹介のお願い・問い合わせ

災害時の今後の展開を継続的に調査・研究を行っていく

学会における取り組み
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今後の展望

• 平時から電子処方箋を活用し、それを災害時にも運用できる体
制整備が必要

• 救護班や、モバイルファーマシーなどの仮設調剤所で電子処方
箋や、オンライン資格確認などを使用できる環境整備が必要
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